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研究成果の概要（和文）：本研究は、学生ボランティアと地域住民という二つの活動システムの相互作用によって地域
情報化に向かう変化を地域に起こす方法としてサービスラーニングに注目したものである。効果的な相互作用が生じる
条件を検討した結果、両者をつなぎ、行動に制約を与える媒介構造が重要な役割を果たしていた。また、相互作用は継
続的であることが重要であった。学生の継続的な活動によって地域住民の生活を可視化していくことが地域の変革の契
機へと繋がっていた。これらの過程を説明する理論モデルをトポロジーを利用して構築した。

研究成果の概要（英文）： We have studied on service learning as a way for developing a community informati
zation by means of the interaction between the activity systems of local residents and student volunteers.
 By examining on effective interaction, it was shown that mediated structure connecting the two systems pl
ayed an important role. Moreover, continuing the interaction was very important.We found that a visualizat
ion of the lives of local residents by the ongoing students activities has led to opportunity for change t
o the local community. 
 A theoretical model to describe these processes was constructed by using the method of topology.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
地方の疲弊が叫ばれるようになって久し

い。少子・高齢化、過疎化で地方の活力は奪
われ、大きな問題としてクローズアップされ
てきている。地方の大学にいるとその点は非
常に強く感じるところである。 
地方が疲弊するひとつの原因は若者の流

失にある。仕事がないという問題以前に、学
校を目指し若者が地方から流失している。こ
の状況を明示的に指摘する書物も現れ始め
た（西川一誠著「「ふるさと」の発想」岩波
新書，2009 年）。特に大学への進学率が 50%
を超え、ユニバーサル化した時代には、ほと
んどの若者が大学のある都市部を目指すの
がわが国におけるごく普通のスタイルにな
っている。この現象が地方の疲弊と直接関係
していることは疑いようがない。国内全体で
見ると東京に若者が集中していく。一方、地
方においては、郡部の若者が大学のある地方
都市に集中にしている。日本国内において若
者の都市への局在化パターンはフラクタル
構造的な様相を見せている。グローバル化し、
知識社会化した現代において、この流れを押
し留めることは困難であろう。 
この状況で、皮肉なことに、都市に局在化

した若者の教材として、主として社会学や建
築学の分野では地方が注目された。学生たち
を地方に派遣し、学生の視点を活用した地域
創造に向けた数多くの研究が生まれた。地方
から都市に出てきて、都市で外部の目を獲得
した学生が、地方の特定の地域に赴き、外部
者の視点によって地域の価値（価値を「地域
遺伝子」と呼ぶ研究者もいる）の発見に努め、
その活動によって地域の活性化に貢献する
ことを目指すものであった。 
これは地域の内部の人々の視点と、外部の

若者の視点との相互作用で生まれる創発に
期待するものであり、地域の共発的発展とい
った活性化モデルを基盤にする考え方であ
る。ところが、このやり方では、物理的制約
のために、学生が地域と持続的な接触を維持
することは難しく、そのために活動の発展に
は一定の限界があった。活動が散発的である
がために、活動自体に PDCA サイクルを組み
込むことが難しく、このために活動そのもの
が発展していかないという問題を抱えてい
るのである。この意味で、大学による地域支
援が効果的に機能しているとの実感に乏し
く、この問題の解決には継続的に地域に関与
していく仕組みを構築していくことがカギ
になっていた。 

 
２．研究の目的 
２０代の若者を多数抱える社会装置は大

学以外には見当たらない。学生とは大学が保
有するきわめてパワフルな資源に他ならな
い。本研究は、疲弊の著しい地方の活性化の
ために、大学という社会装置が保有するひと
つの資源としての学生に焦点を当て、その資
源と地域とを接続し、学生の教育活動と地域

の活性化活動という異種活動を融合する手
法の探求を目的とするものである。 
近年、ICT ツールを活用して地域コミュニ

ティ支援に大学が関わった事例として、地域
SNS の運営に大学が関わり地域のコミュニテ
ィ活動を支援して一定の成果を収めている
ものがある。しかし、それは枠組み構築の支
援のみで、地域のコミュニケーションの活性
化支援の視点が欠けていた。本研究はそこを
ターゲットにするものである。特に本研究で
は、地域情報化の進展による地域内コミュニ
ケーションの増加といった観点での地域活
性化に焦点を絞り、それを促進していく効果
的な手法の開発を目指す。 

 
３．研究の方法 
高等教育機関における学生の質の低下が

問題視されるようになり、それと並行するよ
うに初等・中等教育で普及してきたサービス
ラーニングの考え方が高等教育機関にも導
入されるようになってきている。本研究はこ
のサービスラーニングの考え方をもとに、大
学による新しい地域支援のモデルを確立す
ることを目指すものであり、ICT ツールを活
用した学生と地域とのコミュニケーション
のあり方を探った。 
 本研究を進めるためにまず平成２３年度
に、サービスラーニングの考え方に基づいた
学生の活動全体についてデザインを行い、地
域と学生とが継続的に協調して活動してい
く準備を行った。地域での活動が可能になっ
た後、サービスラーニングとして実際に学生
を投入し、学生の継続的活動の状況を観察し
て、活動を可能にする条件を明らかにしてい
った。 
平成２４年度、２５年度には、学生たちに

よる地域支援活動を継続しつつ、前年度まで
に得たデータを解析し、サービスラーニング
の検証とそれが地域にもたらす効果につい
て参与観察やインタビューを用いて明らか
にした。 
 
４．研究成果 
 学生ボランティアを地域コミュニティに
送り出し、その現場で効果的な相互作用が生
成され、地域の情報化が進行する状況を長期
に観察してきて、いくつかの有用な知見を得
ることができた。 
 学生たちは大学というコミュティを基礎
とする活動システムであり、地域住民は地域
コミュニティを基礎とする活動システムで
ある。本研究はサービスラーニングという方
法によって、この二つの活動システムを相互
作用させ（図１）、それを通して地域の情報
化を進展させる条件について検討してきた。
参与観察を通して、サービスラーニングを捉
えていく分析枠組みについて検討した結果、
サービスラーニングとは、ユーリア・エンゲ
ストロームらによる活動理論において、第３
世代の活動理論に対応すると考えるのが妥



当であることを示した。 
 

 

図１ 二つの活動システムと相互作用 
 

第３世代の活動理論では、二つの異なる活
動システムの相互作用による水平方向の発
達を学習と捉える。これは、従来の学習の捉
え方は質的に異なる。この意味で、サービス
ラーニングとは、従来の第１、第２世代の垂
直方向の発達を対象にした教育手法の延長
線上にあるものではなく、質的に異なる新し
い教育スタイルとして認識すべきものとな
る。 
以上、本研究を通して、地域活動というも

のをサービスラーニングとして実践してい
くとき、それは新しい教育スタイルを教育機
関に創発させるものであることを指摘した。 

 
表１ 質的に異なる教育スタイル 

 

 

学生たちの活動システムと地域住民から
成る活動システムの相互作用によって、新し
い学び（水平方向の発達）を促すのがサービ
スラーニングである。しかしながら、二つの
活動システムがただあるだけでは活動シス
テムが相互作用して質的に新しい「対象３」
を発現させることはない。両者を媒介するヒ
ト・モノ・コトが必要であることが学生たち、
そして地域住民の参与観察から明らかにな
った。両者を媒介する構造を作っておくこと
で、二つの活動システムは、その構造が制約
となり相互作用を促される。それが実は地域
活動（本研究では地域の情報化）において本
質的な条件設定となる。サービスラーニング
のデザインにおいてはこの点に配慮するこ
とが非常に重要である。 
 

 
図２ 相互作用を媒介するヒト・モノ・コト 
 
 

本研究においてサービスラーニングを実
践した２年間に亘って、学生たちは地域住民
を取材し、地域の今をソーシャルメディアを
用いて発信してきた。大学内部にいるだけで
は感じ得ない真正性によって、学生たちの真
剣さは高まり、高い意識レベルのままにボラ
ンティアとしての活動を長期に亘って継続
でき、それが地域に大きな変革をもたらすこ
とになった。そのことを象徴的に表すエピソ
ードとして、地域住民の代表格である人物が、
「学生さんがここに来られるようになり、外
からの眼で見られることになり、そのことで
私たちは影響を受け、変わりました」と発言
していることが挙げられる。地域に自前でコ
ミュニケーションの場を生み出そうという
動きが具体的に起きたのである。学生たちは
その動きをまた地域住民と一緒にソーシャ
ルメディアによって地域内を意識して情報
発信を行っていった。 
本研究は、単発的でなく、また散発的でも

ない、継続的に学生ボランティアが地域に関
与していくことで、地域は変わっていくこと
を示すものである。そうしたことを実現する
方法として、本研究で扱ってきた学生ボラン
ティアによるサービスラーニングという手
法は、地域社会からみて優れたコミュニテ
ィ・ソリューションになり得ると言える。 
学生の活動を通した地域住民の変化は、理

論的にはアクションリサーチが実践された
と捉えることができる。アクションリサーチ
の一種として、ユーリア・エンゲストローム
が変革のための方法として発達的ワークリ
サーチ（DWR）の中でチェンジラボラリーな
る具体的な手法を提案している。そこで重要
な役割を担うのはミラーである。これは関係
者に対する現状認識ツールである。これがう
まくいかないと変革にはつながらない。この
点は、我々も本研究を通して実験的に確認し
ている（論文として今後発表予定）。この観
点からすれば、学生たちが取材と発信という
活動を継続して行ったことが、地域住民に対
する強力なミラーとして機能したのだと考
えられる。 
継続的に地域の状況を可視化していく活

動をサービスラーニングという手法に組込
んでおくことで継続性を担保でき、それが地
域に変化を促す契機を与える。こうした継続
性は商業メディアでは不可能である。 
地域の変革には長い時間が必要である。こ

のため、学生ボランティアを活用するには、
その継続性が求められることになる。ボラン
ティアの継続性についても本研究を通して
一定の知見を得た。ひとつの知見は、前の世
代からの引き継ぎという形だけでは、継続性
は難しいということであった。単なる引き継
ぎでは、無意識にだが、前の学生世代が地域
と次の世代との間に入って、それが地域と次
の世代との間の壁となって次の世代の自発
的動きが妨げられる現象が見られたからで
ある。自発的な動きが見られるようになった



のはその代の学生ボランティアが独自のテ
ーマを得てからであった。これは、活動シス
テムにおけるコミュニティ、ルール、分業、
道具などを引き継ぐだけでは不十分で、対象
となるテーマはその代の学生ボランティア
が活動の目的として独自なものを見出して
いくことが必要であることを示すものであ
った。なお、この点についての分析はここま
ででかなり抽象的なレベルに留まってしま
った。活動システムの継続という視点で今後
の研究を待ちたい。 
 本研究では、地域に変革が生まれた過程を
理論的に整理する取り組みも行った。この活
動を、地域変革を志向したアクションリサー
チと見た場合、学生たちは地域活動を記述し、
地域住民にそれを可視化していく研究者の
役割を担っている。先にも少し触れたが、ア
クションリサーチの一種として、ユーリア・
エンゲストロームらが実践してきたのが発
達的ワークリサーチ（DWR）である。これは、
コミュニケーション過程に着目するもので
ある。言葉が、強力な調整機能を持つからで
ある。地域を変革（従来のシステムの脱構築）
していくにも、こうした調整は不可欠となる。
学生たちは研究者的立場で地域住民のコミ
ュニケーションを促す役割を担っていた。こ
うした現象を理論的に捉えておくと、本研究
で扱った学生と地域住民との相互作用で生
じた地域への変革を一般化する可能性へと
つながる。 
そこでのコミュニケーションの分析には、

従来、シャノンの情報概念を用いるのが主流
であったが、本研究では、深谷昌弘と田中茂
範による「コミュニケーションダイナミクス
理論」を手掛かりに、それに一般設計学を土
台にした概念構造モデルを加えて、コミュニ
ケーションを基礎とする合意形成過程の理
論モデルを構築した。これは、地域の変革（脱
構築的活動）過程の形式理論構築に向けた最
初の一歩となるものである。 
以上、本研究では、学生と地域住民との相

互作用（＝コミュニケーション過程）を通し
て変革していく方法として、その具体的事例
を提供し、またそれを一般化していくための
理論モデルを構築した。大学は、現在、地域
の拠点としての期待も大きい。本研究では、
大学が地域と関わり具体的な変革へと促し
ていくためのコミュニティ・ソリューション
に向けて学生ボランティアを活用する具体
的実践の方法とその効果を示し、さらにその
理論的意味を明らかにしていくモデルを構
築した。本研究の成果は、今後、大学のあり
方と地域とのことを考えていく上で、重要な
視点を提供するものになるであろう。 
 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 

〔雑誌論文〕（計 ２ 件） 
津曲隆、サービスラーニング評価のための分
析枠組みに関する考察、熊本県立大学総合管
理学会誌「アドミニストレーション」、19 巻、
2013、101-126 
http://ci.nii.ac.jp/vol_issue/nels/AN10
469632/ISS0000485508_ja.html 
 
津曲隆、コミュニケーションを基礎とした合
意形成過程のモデル化～グループ・ダイナミ
ックスにおける脱構築的活動の形式理論化
に向けて～、熊本県立大学総合管理学部創立
２０周年記念論文集、査読無し、印刷中． 
 
〔学会発表〕（計 ０ 件） 
 
〔図書〕（計 ０ 件） 
 
〔産業財産権〕 
○出願状況（計 ０ 件） 
 
名称： 
発明者： 
権利者： 
種類： 
番号： 
出願年月日： 
国内外の別：  
 
○取得状況（計 ０ 件） 
 
名称： 
発明者： 
権利者： 
種類： 
番号： 
取得年月日： 
国内外の別：  
 
〔その他〕 
ホームページ等 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 
 津曲 隆（ TSUMAGARI, Takashi ） 

熊本県立大学・総合管理学部・教授 
 研究者番号：90163881 
 
(2)研究分担者 
       （   ） 

 
 研究者番号：  
 
(3)連携研究者 

（   ） 
 

 研究者番号：  
 


